
令和５年度　経営戦略事業評価調書（電気事業　２／４）

基本方針 所管課

方針概要

<目標の達成状況・評価結果>　

区分 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 最終目標(R11) 達成率 評価結果

目標値 0 0 1 2

実績値 0 -

区分 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 最終目標(R11) 達成率 評価結果

目標値 1 1 2 2

実績値 2 -

○改修実施発電所

○ダム耐震化数（累計）

電力の安定供給 発電課

・長年にわたり蓄積した技術・ノウハウを活用し、環境負荷の少ない電力を供給する。

・施設設備の老朽化・耐震化対策に計画的に取り組み、不測の事態に備えた危機管理体制の強化を図る。

取組項目

及び概要

１ 老朽施設・設備の改修・更新

・老朽化施設の停止リスクや耐用年数等を勘案し、計画的に改修を進める。

・日常の点検等による施設状況を踏まえ、整備計画等における優先順位を見直

し、計画・効率的な改修を進める。

２ 施設の耐震化

　　　　　自然災害リスクへの対応

・発電所等の耐震診断を実施し、結果に基づき計画的に補強対策を進め、施設の

健全性を確保する。

・全発電所の地すべり災害リスク評価を行い、結果に基づき必要な対策に取り組

む。

「取組項目(上段)」「目標(下段)」

２ 施設の耐震化等
200 %

設定理由
国の「平成28年熊本地震を受けた電気設備自然災害等対策ワーキンググループ」において、公衆災害リスクを適切に評価し

た上で、リスクに応じて必要な対策を講ずることが必要とされたため。

主な取組と成果（評価がＥの場合はその理由）

２か所ある道営の発電専用ダムのうち、清水沢ダムについては、平成27・28年度に耐震性能を調査し安全性を確認している。もう一つのポ

ンテシオダムについては、平成30年度から調査を行い、調査最終年の令和２年度の調査において、一部、耐震性能を満していないとされて

いたが、令和４年度に実施した実施設計業務委託内で詳細検討を行った結果、耐震性能を満たしていることが確認された。

翌年度に向けた取組

令和４年度で対応を終了した。

改　善　策（評価判定がＢ・Ｃ・Ｄの場合のみ記載）

A

「取組項目(上段)」「目標(下段)」

１ 老朽施設・設備の改修・更新
100 % A

設定理由
運転開始以降概ね50年以上経過している鷹泊発電所、川端発電所、岩尾内発電所の３発電所について改修を計画的に

進めることで、機器の故障などによる発電停止リスクなどを回避し電力の安定供給を図るため。

主な取組と成果（評価がＥの場合はその理由）

３発電所のうち、岩尾内発電所については、平成26年度に概略設計業務、平成29年度に概略設計修正業務、令和3年度に発電に関

する基本事項の決定と発電所改修の最適計画を立案するための基本設計を実施し、令和４年度には詳細な改修方法の検討を行ったほ

か、関係法令に関する具体的な協議を進めるための実施設計を実施した。川端発電所については、改修に向け、国が検討しているダム改

修計画案をもとに、最適発電規模等を把握するため、令和４年度に基礎調査業務委託を実施した。

翌年度に向けた取組

岩尾内発電所については、令和５年度に今後発注が必要な工事について設計図書の作成を行うほか、関係法令に関する具体的な協議

を進め令和６年度、改修工事に着工する。鷹泊・川端発電所については、ダムが国との共同施設であり、国において、ダムの劣化状況等を

考慮し更新整備を検討していることから、そのスケジュール等の情報を共有しながら、計画的に発電所改修を進める。

改　善　策（評価判定がＢ・Ｃ・Ｄの場合のみ記載）



区分 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 最終目標(R11) 達成率 評価結果

目標値 8 8 8 8

実績値 8 -

区分 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 最終目標(R11) 達成率 評価結果

目標値 5 6 8 8

実績値 7 -

<その他の取組・成果等>　

<最終評価結果>　

令和 ５ 年度

最終評価意見

目標の達成状況はすべてA評価（100%以上)であり、今後も取組を着実に進め成果を上げていく

必要がある。

令和３年度で対応を終了した。

取 組 項 目 ２ 施設の耐震化・自然災害リスクへの対応

○発電所建屋耐震調査数（累計）

○発電所建屋耐震化数（累計）

主な取組と成果

道営８発電所を対象に地すべり災害リスク評価を行い、滝下発電所（沼の沢取水堰）・ポンテシオ発電所で地すべり等発生の可能性が認められたため、

令和３年度において沼の沢取水堰周辺で土石流の侵入防止工事を実施した他、ポンテシオ発電所ではボーリング調査で地中のすべり面の有無の精査を

行い地すべり潜在の可能性がないと認められた。

翌年度以降の取組

耐震補強に必要な部材の納期が長期に及んでいるため、２ヵ年工事で発注し、耐震補強工事を実施する。

改　善　策（評価判定がＢ・Ｃ・Ｄの場合のみ記載）

設定理由 大規模地震が発生した場合であっても、安定的な電力供給が求められることから、発電所建屋の耐震化を図るため。

主な取組と成果（評価がＥの場合はその理由）

令和２年度に実施したポンテシオ発電所建屋の耐震調査結果も含め、鷹泊発電所を除く７発電所の耐震について安全性が確認された。

鷹泊発電所については、令和元年度に実施した耐震補強設計の結果を基に、令和３・４年度に耐震補強工事の入札を実施したが不調

であったため、今年度は２ヵ年工事として７月に入札を予定している。

翌年度に向けた取組

耐震調査は令和２年度で終了している。なお、調査結果に基づき、耐震基準を満たしていない鷹泊発電所の耐震化工事は令和５～６

年の２ヵ年工事で発注を予定している。

改　善　策（評価判定がＢ・Ｃ・Ｄの場合のみ記載）

「取組項目(上段)」「目標(下段)」

２ 施設の耐震化等
140 % A

設定理由 大規模地震が発生した場合であっても、安定的な電力供給が求められることから、発電所建屋の耐震化を図るため。

主な取組と成果（評価がＥの場合はその理由）

発電所建屋耐震調査は、令和２年度までに道営８発電所において実施した結果、鷹泊発電所以外は安全性が確認された。

翌年度に向けた取組

２ 施設の耐震化等
100 % A

「取組項目(上段)」「目標(下段)」


